
川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助金交付要綱

（令和２年１０月２７日 市長決裁 ２川経工第１０６４号） 

（通則） 

第１条 川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助金（以下「補助金」という。）

の交付については、川崎市補助金等の交付に関する規則（平成１３年川崎市規

則第７号）によるほか、この要綱に定めるところによる。 

（目的） 

第２条 この要綱は、「新しい生活様式」に対応するために市内の中小企業等が行

う研究開発に要する経費に対して補助することにより、本市における中小企業

等の研究開発力の向上を図るとともに、新産業の創出を促進することを目的と

する。 

（定義） 

第３条 この要綱において「中小企業等」とは、中小企業基本法（昭和３８年法

律第１５４号）第２条に規定する中小企業者及び中小企業団体の組織に関する

法律（昭和３２年法律第１８５号）第３条第１項各号に掲げる中小企業団体を

いう。 

２ この要綱において「大学等」とは、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）

第九章に規定する大学（大学院及び短期大学を含む。）及び第十章に規定する高

等専門学校、第十一章に規定する専修学校をいう。但し、日本国外の大学等に

ついては、その学校が所在する国の制度において定められている大学等をいう。 

３ この要綱において「新しい生活様式」とは、厚生労働省が推奨する実践例に

基づくものをいう。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、中

小企業等が、単独又は他企業等と連携して行う研究開発及び大学等と共同で行

う研究開発であって、次の事業分野とする。 

（１）感染症に関わる検査や治療に関する研究開発 

（２）感染予防製品等の研究開発 

（３）「新しい生活様式」に向けた事業活動の効率化に資する研究開発 

（４）「新しい生活様式」に向けたＩＣＴを活用した地域経済活性化に資する研究

開発 

（５）その他市長が特に認めるもの 

２ 前項各号の事業に属する場合であっても、次のいずれかに該当するときは、

補助対象とはならないものとする。 



（１）既に研究開発が完了しているとき。 

（２）研究開発の全部又は大部分を外部へ委託するとき。 

（３）生産装置等の機械装置の導入が主な目的であるとき。 

（４）製品の量産化にすぎないとき。 

（５）同一研究内容及び同一経費で、既に川崎市又は他の行政機関等の研究開発

費助成制度による助成を受けている場合、又は採択が決定している場合 

３ 対象事業は、令和２年１１月１日から令和４年３月３１日までに実施するも

のとする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次

のとおりとする。 

（１）原材料・消耗品費 

（２）機械装置・工具費 

（３）外注加工費及び調査分析費 

（４）産業財産権導入費 

（５）技術指導費 

（６）その他市長が特に認める経費 

（補助対象者等） 

第６条 補助を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各

号に該当するものとする。 

（１）市内に事業所を有し、引き続き１年以上同一事業を営み、補助対象事業を

市内の事業所で行う中小企業等であること。

（２）市民税を滞納していない者であること。 

（３）次のアからウのいずれにも該当しない者であること。 

ア 発行済株式の総数又は出資金額の２分の１以上が、同一の大企業(中小

企業等以外の者をいう。ただし、中小企業投資育成株式会社及び投資事業

有限責任組合を除く。)の所有に属している者 

イ  発行済株式の総数又は出資金額の３分の２以上が、複数の大企業の所有

に属している者 

ウ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占

めている者 

（４）代表者又は役員のうちに暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をい

う。）に該当する者がいないこと。 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、開業後１年未満の者であっても、市内に主

たる事業所を有し、次の各号のいずれかに該当するものは、補助対象者とする



ことができる。 

（１）次のアからオまでに掲げる施設等に入居し補助対象事業を当該施設内で行

う者である場合

ア かながわサイエンスパーク

イ かわさき新産業創造センター

ウ テクノハブイノベーション川崎

エ 明治大学地域産学連携研究センター

オ その他のインキュベーション施設であって、市長が特に認めるもの

（２）特許法・実用新案法等の産業財産権法による権利の設定の登録に基づき事

業を開業した者で、補助対象事業を市内の事業所で行う者である場合 

３ 第１項の規定にかかわらず、中小企業団体である場合であって、市長が特に

認めたときは、同項の規定に該当しない企業をその構成員の一部とすることが

できる。

（補助率及び補助金の額） 

第７条 補助金の額は、補助対象経費の合計の４分の３以内で、１つの補助対象

事業につき、２００万円を限度とし、予算の範囲内で交付するものとする。但

し、大学等と共同で研究開発を行う場合は５００万円を限度とするが、その場

合、大学等との申請事業に関する共同研究契約等の締結を必要とする。 

２ 前項の規定による補助金の額に千円未満の端数を生じるときは、これを切り

捨てた額とする。 

（交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市長が

別に定める期間内に、補助金交付申請書〔第１号様式〕に、次に掲げる書類を

添えて市長に申請しなければならない。 

（１）誓約書〔第２号様式〕

（２）商業・法人登記に係る履歴事項全部証明書（ただし、中小企業者のうち個

人の場合にあっては開業届の写し又は確定申告書の写し、中小企業団体の場

合にあっては定款、組合員名簿、総会の議事録（当該申請に係る議決の記載

のあるものに限る。）） 

（３）直近の市民税納税証明書 

（４）決算関係書類（直前２期分） 

（５）会社案内パンフレット、経歴書等の企業概要の分かる資料 

（６）見積書等の必要経費算定に係る資料 

（７）大学等と共同で研究開発を行う場合は、共同研究契約書等の大学等との共

同研究を証明する書類 

（８）その他市長が必要と認める書類 



（交付決定） 

第９条 市長は、前条の申請があったときは、内容を審査の上、適当と認めると

きは、補助金の交付決定を行い、交付決定通知書〔第３号様式〕により、申請

者に通知するものとする。 

２ 前項の審査に際し、市長が必要と認めるときは、前条の申請に係る関係書類

の提出を求め、又は現地調査等により、その内容に関し調査を行うことができ

る。 

３ 審査内容は次の各号による。 

（１）開発内容の妥当性 

（２）新規性・独自性 

（３）市場性 

（４）事業化・製品化の見込み 

（５）社会性 

（６）財務状況 

（７）産学連携性（ただし、大学等と共同で研究開発を行う場合に限る。） 

（８）その他 

４ 交付決定にあたっては、別に定める川崎市産業振興支援事業審査会に諮るも

のとする。

 （変更・中止の申請） 

第１０条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」

という。）は、補助金の交付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）

について、その内容の変更をしようとするとき又は当該事業を中止しようとす

るときは、予め事業計画変更・中止承認申請書〔第４号様式〕を市長に提出し

なければならない。 

（交付決定の変更・中止） 

第１１条 市長は、前条の変更又は中止の申請があった場合において、変更又は

中止を承認したときは、事業計画変更・中止承認通知書〔第５号様式〕により

申請者に通知するものとする。 

（中間検査） 

第１２条 市長は、補助金の適切な執行のため、必要に応じ、申請書（事業計画

変更・中止申請書を含む。）に記入された内容について、中間検査を行うことが

できる。 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は令和４年３月３１日のい

ずれか早い方が到来したときは、速やかに事業実績報告書〔第６号様式〕に、

次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 



（１）事業実績書 

（２）経費支出表 

（３）支払いを証する書類の写し 

（４）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１４条 市長は、前条による報告を受けた場合、速やかにその内容を審査し、

適正であると認めたときは、補助金の額を確定し、その旨を補助金確定通知書

〔第７号様式〕により、補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第１５条 補助事業者は、前条の規定による補助金の額の確定の通知を受けたと

きは、市長に補助金の請求書を提出しなければならない。 

２ 市長は前項の請求に基づき、３０日以内に、補助金を交付する。 

（市内中小企業者への優先発注） 

第１６条 補助事業者は、補助金等の交付決定額が１００万円を超え、かつ補助

事業等に係る工事の発注、物品及び役務の調達等を行う場合において、次のい

ずれかに該当するときは、市内中小企業者（川崎市補助金等の交付に関する規

則（平成１３年３月２１日規則第７号）第５条第２項にいう中小企業者。以下

同じ。）により入札を行い、又は２者以上の市内中小企業者から見積書の徴収を

行わなければならない。ただし、市長が契約の性質上これらの方法により難い

と認める場合又はその必要がないと認める場合は、この限りでない。 

（１）１件の金額が１００万円（税込）を超えるとき。 

（２）その他市長が必要と認めるとき。 

 （１００万円を超える発注について本市への報告書等提出） 

第１７条 第１６条に該当する補助事業者は、当該事業終了後速やかに、次に掲

げる書類を市長が定める日までに提出しなければならない。 

（１）発注実績報告書〔第８号様式〕

（２）入札（見積り）が行えないことに係る理由書〔第９号様式〕

２ 前項第１号に定める発注実績報告書については、対象経費のうち、１件の金

額が１００万円（税込）を超える支出となる案件について記載するものとし、

第１６条の規定により市内中小企業者による入札、又は２者以上の市内中小企

業者から見積書を徴収した場合は、結果の分かる書類の写しを添付するものと

する。 

３ 補助事業者は、市内中小企業者から見積書を徴収する場合は、市内中小企業

者であることの誓約書〔第１０号様式〕を提出させるものとする。ただし、川

崎市の競争入札参加資格者有資格者名簿に登載され地域区分が市内かつ企業規

模が中小として搭載されている者、又は当該補助事業者に対して直近の４月１



日以降に誓約書〔第１０号様式〕（見積書を徴収する時点において、記載内容（住

所、商号又は名称、代表者職氏名、資本金の額、職員総数）に変更がない場合

に限る）を提出している者を除く。 

４ 本条第１項第２号に定める入札（見積り）が行えないことに係る理由書につ

いては、第１６条ただし書の規定により、市内中小企業者による入札又は２者

以上の市内中小企業者から見積書を徴収し難い事由がある場合に提出するもの

とする。 

（交付決定の取消し等） 

第１８条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金

の交付決定の全部又は一部を取消し、既に交付した補助金の全部又は一部を返

還させることができる。 

（１）偽り、その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

（３）補助金の交付を受けるまでに第４条及び第６条に定める補助金の交付に関

する要件を欠くこととなったとき。 

（４）第１６条若しくは第１７条の規定に違反したとき。 

（５）補助金の交付決定の内容、又はこれに付した条件、その他法令等に基づき

市長が行った指示、若しくは命令に違反したとき。 

（届出の義務） 

第１９条 補助事業者は補助金の交付を受けた日の属する会計年度以降５年以内

に次の各号のいずれかに該当する事由が生じたときは、速やかに市長に届け出

なければならない。 

（１）事業所を移転し、又は名称若しくは代表者を変更したとき。 

（２）合併、事業の中止、解散又は強制執行を受ける等重大な事故が生じたとき。 

（書類の保管） 

第２０条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び

証票を整備し、補助金の交付を受けた日の属する会計年度以降５年間保管して

おかなければならない。 

（実施状況の調査等） 

第２１条 市長は、補助事業の適正な遂行を確保するため必要と認めるときは、

書面の提出を求め、又は現地調査等により、補助事業に係る帳簿等の関係書類

や設備等、実施状況について調査を行うことができる。 

（産業財産権に関する届出等） 

第２２条 補助事業者は、補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算

して５年以内に、補助事業に関する産業財産権の出願をしたとき、又はこれら

の権利を取得したときは、その旨を市長に届け出なければならない。 



２ 補助事業者は、補助事業に関して取得した産業財産権について、補助事業の

完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年以内に、これを譲渡しよう

とするときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

（事業成果の普及） 

第２３条 補助事業者は、市長が補助事業の成果を普及するための事業を行うと

きは、これに協力するように努めなければならない。 

（その他） 

第２４条 この要綱の実施に関し必要な事項は、経済労働局長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年１１月２日から施行する。 



第 1号様式（第８条関係） 

川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助金交付申請書

  年  月  日

（宛先）川 崎 市 長

本 店 所 在 地

商 号

代表者職・氏名  印

事 業 実 施 場 所

〔連絡担当者〕 氏 名

所 属 ・ 職 名

電 話 番 号

メールアドレス

川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助金交付要綱第８条の規定により、次のとお

り申請します。

事 業 名

事 業 分 野

□ 感染症に関わる検査や治療に関する研究開発

□ 感染予防製品等の研究開発

□ 「新しい生活様式」に向けた事業活動の効率化に資する研究開発

□ 「新しい生活様式」に向けたＩＣＴを活用した地域経済活性化に資する研究開発

大 学 等 と の 共 同 研 究 □ 有り       □ 無し

補 助 対 象 額 千円

補 助 申 請 額 千円

企 業 概 要 別紙１

事 業 計 画 別紙２

経 費 内 訳 別紙３



別紙１  企業概要

◆概 要

商 号
代 表 者

職・氏名

本 店

所 在 地

事 業

実施場所

電話番号
メ ー ル

アドレス

業 種 従業員数

資 本 金
千円

（大企業の出資割合   ％）
創業年月 年   月

主要製品

％

主要取引先

％

％ ％

％ ％

◆事業実績 （※直近 2期分）

決 算 期 ／  期 ／  期

売 上 高 千円 千円

営 業 利 益 千円 千円

経 常 利 益 千円 千円

◆自社ＰＲ等（※得意技術や独自技術、過去に実施した研究開発、特許取得の実績など）

※書ききれない場合には、次頁へ記入してください。



別紙２ 事業計画

◆ 事業の概要

＊開発概要（※研究開発を行う背景や課題、目的（最終目標）等について、300文字程度で具体的に記載
すること）

＊開発内容（※本事業における研究開発の目標、内容等を記載すること。また、開発項目ごとに目標、
解決手段、実施内容を具体的に記載すること）

＊新規性・独自性（※従来の製品等にない優れた点、模倣されにくい点、知的財産の取得可能性につい
て記載すること）

＊市場性（※開発された製品等の市場ニーズ、市場規模、市場でのシェア獲得の見込み等について記載す
ること）

＊事業化の見込み（※事業化にむけて必要な事項（追加開発、生産・販路開拓の体制整備等）について
記載すること）

＊社会性（※研究開発の成果が社会や産業界に与える影響を記載すること）

＊産学連携性（※申請者と大学等との役割分担や共同研究開発の意義を記載すること。ただし、大学等
と共同で研究開発を行う場合のみ記載すること。）

【備考】（※他の助成制度（補助金等）の活用状況（見込み含む）、産業財産権の出願、研究論文や学会発
表したものがあれば記載すること）

※書ききれない場合には、次頁へ記入してください。

※説明に資料が必要な場合には、別添として添付してください。



◆開発体制（※書ききれない場合は別紙に記入すること。）

＊研究開発に参加する大学、企業、専門家等について

研究代表者名： （所属）

※原則として申請者に属する者

大学及び研究者名

研究内容

（大学等と共同で研究開発を行う場合のみ記載すること。）

参加者氏名 （所属）

開発役割等

参加者氏名 （所属）

開発役割等

参加者氏名 （所属）

開発役割等



◆ 開発スケジュール

※今年度の研究開発のスケジュールを記載すること。

※「事業の概要」の「開発内容」に合うように記載すること。

開発期間：  年  月 ～   年  月（予定）

活動内容 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3



別紙３ 補助対象経費内訳

（単位：円）

費  目 金  額

（１）原材料・消耗品費
（内訳）

小  計

（２）機械装置・工具費
（内訳）

小  計

（３）外注加工費及び調査分析費
（内訳）

小  計

（４）産業財産権導入費
（内訳）

小  計

（５）技術指導費 
（内訳）

小  計

（６）その他経費
（内訳）

小  計

補 助 対 象 経 費 の 計

補助対象外経費
（内訳）

総 事 業 費

※補助対象経費に消費税と支払いにかかる手数料は含まれない。



第２号様式（第８条関係） 

誓 約 書

  年  月  日 
（宛先）川 崎 市 長 

本 店 所 在 地 

商 号 

代表者職・氏名              印 

申請者及び申請者の役員は、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２
条第６号に規定する暴力団員）に該当せず、また、将来においても該当しないことを誓約します。 
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、交付決定の取消しその他の不利益

を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 
また、貴職において必要と判断した場合には、本様式に記載された個人情報を神奈川県警察本

部に提供することについて、同意します。 

〔役 員 等 名 簿〕

役職 氏名
フリガナ

性別 住所 生年月日

（注１）氏名にはフリガナを付して下さい。 

（注２）役員等名簿に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、

相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、

執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含みます。 



第３号様式（第９条関係） 

交 付 決 定 通 知 書 

川 崎 市 指 令   第  号 

本 店 所 在 地                 

商 号                  

代表者職・氏名             様 

  年  月  日付けで申請のありました川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助

金については、川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助金交付要綱第９条の規定に基

づき、次の条件を付けて交付を決定します。 

  年  月  日 

           川 崎 市 長 名  

１ 対象事業名 

２ 交付決定金額      円 

３ 次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、

既に交付した補助金の全額又は一部を返還させる。 

（１）偽り、その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

（３）補助金の交付を受けるまでに第４条及び第６条に定める補助金の交付に関する要件

を欠くこととなったとき。 

（４）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件、その他法令等に基づき市長が行っ

た指示、若しくは命令に違反したとき。 

４ 補助事業が完了したとき、又は補助金の交付決定に係る会計年度が終了したときは、

速やかに関係書類を添えて事業実績報告書を提出すること。 



第４号様式（第１０条関係） 

  年  月  日 

（宛先）川 崎 市 長 

（申請者） 

本 店 所 在 地 

商 号 

代表者職・氏名            印 

川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助金に係る事業計画変更・中

止承認申請書 

年  月  日付け川崎市指令  第  号をもって交付決定を受けた標記

補助金について、次のとおり事業計画の内容を変更（中止）しますので、川崎

市「新しい生活様式」対応研究開発補助金交付要綱第１０条の規定により申請

します。

１ 変更（中止）理由 

２ 変更内容 



第５号様式（第１１条関係） 

事 業 計 画 変 更 ・ 中 止 承 認 通 知 書 

川 崎 市 指 令   第  号 

本 店 所 在 地 

商 号 

代表者職・氏名              様 

  年 月 日付けで、申請のあった川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助金変更（中

止）については、川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助金交付要綱第１１条の規定

に基づき、内容審査の結果、次のとおり承認します。 

 年  月  日 

           川 崎 市 長 名  

１ 対象事業名 

２ 変更の内容 

３ 対象事業費 

４ 補助決定額 

５ 次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、

既に交付した補助金の全額又は一部を返還させる。 

（１）偽り、その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

（３）補助金の交付を受けるまでに第４条及び第６条に定める補助金の交付に関する要件

を欠くこととなったとき。 

（４）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件、その他法令等に基づき市長が行っ 

た指示又は命令に違反したとき 

６ 補助事業が完了したとき、又は補助金の交付決定に係る会計年度が終了したときは、

速やかに関係書類を添えて事業実績報告書を提出すること。 

（注）中止の場合には、５、６を除いて令達します。 



第６号様式（第１３条関係） 

  年  月  日

（宛先）川 崎 市 長

（申請者）

本 店 所 在 地

商 号

代表者職・氏名           印

川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助金に係る事業実績報告書

年 月 日付け、川崎市指令  第  号をもって交付決定を受けた標記

補助金について、補助事業（補助金の交付決定に係る会計年度）が完了しまし

たので、川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助金交付要綱第１３条の規

定により報告いたします。

１ 事業の名称

２ 補助金交付決定額：              円

３ 事業実績書  別紙１のとおり

４ 経費支出表  別紙２のとおり



別紙１ 事業実績書 

◆事業期間

  年  月  日 ～   年  月  日 

◆実施内容（※活動内容、開発経過、現在の状況等） 

◆研究開発成果（※開発の効果、事業化の見通し等） 

◆産業財産権取得の有無（見通し） 

◆今後の取り組みについて 

◆今後必要な公的支援 

※書ききれない場合には、次頁へ記入してください。



別紙２ 経費支出表 

（単位：円）

費  目 申 請 額 実 績 額 備 考

（１）原材料・消耗品費

（内訳）

小  計

（２）機械装置・工具費

（内訳）

小  計

（３）外注加工費及び

調査分析費 

（内訳）

小  計

（４）産業財産権導入費

（内訳）

小  計

（５）技術指導費 

（内訳）

小  計

（６）その他経費

（内訳）

小  計

合 計

※ 補助対象経費については、領収書等の支払いを証明する書類を添付のこと。 

補助対象外経費 

（内訳） 

総 事 業 費



第７号様式（第１４条関係） 

第  号

  年 月 日

本 店 所 在 地

商 号

代表者職・氏名             様

川崎市長      

川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助金交付確定通知書

 年  月  日付けで実績報告がありました川崎市「新しい生活様式」対応研究

開発補助金額につきまして、川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助金交付要綱第

１４条の規定に基づき、次のとおり確定しましたので通知します。

１ 交付決定年月日

２ 交付決定通知番号

３ 対 象 事 業 名

４ 交 付 決 定 額

５ 確 定 額



第８号様式（第１７条第１項関係）

　　　年　月　日

発注実績報告書

川崎市長　様

所在地 〒

企業・団体名

代表者 職名

氏名 印

１ 事業名

２ 発注実績（別添とすることも可）

　※対象経費のうち、100万円を超える工事、委託、物品購入に係る契約のみを記載してください。 （単位：円）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

３ 添付書類

（注）市内中小企業者の定義

　中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号のいずれかに該当し、市内に

主たる事務所又は事業所を有する者（原則として川崎市内に登記簿上の本店がある企業）

　※ただし、個人事業主については住所が川崎市内にある者

（２）市内中小企業者による入札又は２者以上の市内中小企業者から見積りを徴取し難い事由
　　　がある場合は、入札（見積り）に係る理由書〔第９号様式〕

（１）上記、契約結果の分かる書類の写し

合計

　　年　月　日第 号で交付決定された事業について、川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助金交
付要綱第１７条第１項に基づき、次のとおり報告します。

契約種別
(工事、委託、

物品)

契約名称 業者名
市内中小
の別

契約金額契約日



第９号様式（第１７条第１項関係）

　　　年　月　日

入札（見積り）が行えないことに係る理由書

（※辞退届を含む。）

※複数の理由に当てはまる場合は、（１）から（６）の順に最初に当てはまる１つの理由を選択してください。

（注）市内中小企業者の定義
　中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号のいずれかに該当し、市内に主たる事務所又は
事業所を有する者（原則として川崎市内に登記簿上の本店がある企業）
　※ただし、個人事業主については住所が川崎市内にある者

企業・団体名

代表者 職名

氏名 印

（６）上記以外の事由（事由内容を下記に記載）

（１）市内中小企業者で取扱いがない

（５）工事を発注する場合で、発注する仕様に定める施工中や施工後の保証内容等を
　　　含め、市内中小企業者では対応できないもの

　（６）の理由を選択した場合、その事由内容

　川崎市「新しい生活様式」対応研究開発補助金交付要綱第１６条に定める市内中小企業者による入札又は２者以上の
市内中小企業者からの見積書の徴収により難い理由について、十分な調査を行った結果、上記理由に該当すると判断い
たしました。上記理由に該当しないことが明らかになった場合、交付された助成金の全部または一部を返還いたしま
す。

 市内中小企業者による見積書

 市内中小企業者以外による見積書

通

通

４．市内中小企業者による入札又は２者以上の市内中小企業者からの見積書の徴収が行えない理由

（４）継続的に行っている既存設備のメンテナンスや工事の施工における保証等で、特定
　　　業者でなければアフターサービス等に支障がある

（３）特殊な技術や経験・知識を特に必要とするもので、市内中小企業者では目的が達成で
      きない

（２）２者以上の市内中小企業者で取扱いがない

３．提出する見積書の種類及び数量

１． １００万円を超える工事請負・物品の購入・業務委託の契約について、市内中小企業者による
　　入札又は２者以上の市内中小企業者からの見積書の徴収が行えない契約

２．発注先



第１０号様式（第１７条第３項関係） 

誓  約  書 

私は、次の案件の入札に参加または見積書の提出を行うにあたり、

当社が川崎市内に主たる事務所又は事業所を有する中小企業基本法

（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項各号のいずれかに該当する

中小企業者であることを誓約します。 

 案件名                         
※本誓約書に虚偽の記載があった場合には、上記案件に係る入札・見積り等の契約手続 

から除外または契約を解除する場合があります。 

【参考】 

○中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号） 

（中小企業者の範囲及び用語の定義）  

第二条 この法律に基づいて講ずる国の施策の対象とする中小企業者は、おおむね次の各号に

掲げるものとし、その範囲は、これらの施策が次条の基本理念の実現を図るため効率的に実施

されるように施策ごとに定めるものとする。 

一 資本金の額又は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が三百

人以下の会社及び個人であつて、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第四号

までに掲げる業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの 

二 資本金の額又は出資の総額が一億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百人

以下の会社及び個人であつて、卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの 

三 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が百

人以下の会社及び個人であつて、サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの 

四 資本金の額又は出資の総額が五千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が五

十人以下の会社及び個人であつて、小売業に属する事業を主たる事業として営むもの

○川崎市内企業の定義  

川崎市内に主たる事務所又は事業所を有する企業（原則として川崎市内に登記簿上の本店が

ある企業、個人事業主については住所が川崎市内にあるもの）をいう。

                           年  月  日  

 （あ て 先） 

  補助事業者名 ●●●●

補助事業者の代表者職氏名 ●●●●

          住   所                      

          商号又は名称                     

（ふりがな）                 

          代表者職氏名                 印 

          資本金の額          円 

          職員総数           人 

              （※代表者・役員を含む常時雇用されている人数を記入してください。） 


